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  取組の概要                                            

災害時のみ設置していた「災害医療コーディネーター」を常設化 

 「災害医療コーディネーター」は、災害時に圏域内の医療情報

を集約・一元化し、医療資源の配分、収容先医療機関の確保等

の医療救護活動等を統括・調整等を行う医師のことである。 

 東日本大震災においては、多くの医療支援チームが現地入りし、

自衛隊との協働のもと数多くの救命に携わったものの、広範囲

な被災地において、刻々と変化する医療等へのニーズや医療支

援の情報を体系的に収集することは容易ではなかったことか

ら、その必要性が近年強く認識されている。 【長野県医師会会館 外観】 

 長野県医師会はかねてから長野県と連携し、緊急時には県庁に設置される災害対策本部に出務する

制度を整えていたが、いざという場合の指揮系統の明確化や普段からの情報網の整備等の充実を図

るため、「災害医療コーディネーター」の常設化に取組み、平成 26 年 12 月には県の制度として、

同医師会の医師等が「長野県災害医療コーディネーター」として、県知事から委嘱されることとな

った。 

 

  取組の特徴                                                 

医療機関と県とが連携した「災害医療本部」設置訓練 

 長野県ではこれまで、県内を 10 の地域（二次保健医療圏）に分け災害拠点病院の指定・整備を進

めるとともに、災害拠点病院以外の医療機関、地域医師会、消防機関、行政機関等による連携体制

の整備を推進しており、DMAT（災害派遣医療チーム：Disaster Medical Assistance Team）につい

ても、11 の医療機関を指定してきた。また、各圏域では、医療機関同士の協議・検討により、緊急

時のマニュアルづくりが進められてきた。 

 長野県では特に医療機関における DMAT 活動が盛んであり、県と連携して、年に複数回「災害医療

本部」立ち上げの訓練を行っていた。これらの活動の中では、圏域をまたがって情報の収集・調整

等を行う「災害医療コーディネーター」の構想も含まれており、有事の際には、県庁内に医療機関

から代表者が派遣されることとなっていた。実際に東日本大震災の際にも、長野県医師会の医師が



被災者等の⽀援 

 

県庁に召集され、宮城県への医療チームに派遣を決定している。 

 

常設化し、支援体制の充実を図る 

 長野県ではそれまで、災害時には「長野県医師会長、長野県のうち統括 DMAT 及びその他必要な者」

が県の災害医療本部に入ることが規定されており、「災害医療コーディネーター」は災害時のみに

設置されるものであった。一方、東日本大震災の際には、支援者への平時からの教育と訓練、情報

通信体制の充実、指揮系統の明確化等の課題も浮き彫りとなった。被災地への派遣チームの参加者

をはじめとした医療関係者においては、「災害医療コーディネーター」を常設化し、支援体制のよ

り一層の充実を図ることの必要性が認識されることとなった。 

 これを受け、長野県では平成 25 年 2 月に策定した「信州保健医療計画」において、「発災後に県災

害医療本部に設置される災害医療コーディネートチームに参画するコーディネーターについて、常

設化などあり方について検討する必要がある。」と記載し、県の災害医療体制の充実強化のため、

災害医療コーディネーターの設置が「急務の課題」との整理をおこなった。続いて、長野県医師会

や県等による「災害医療コーディネーターのあり方検討ワーキンググループ」により検討が進めら

れ、平成 26 年 12 月には「長野県災害医療コーディネーター等設置運営要綱」がまとめられた。な

お、長野県の「災害医療コーディネーター制度」の概要は次のようのものである。 

 

①人数・任期：長野県医師会に所属する者から 3名、長野県内の DMAT 指定病院に勤務する統括 DMAT

から 12 名を知事が委嘱する。任期は 2年である。 

②平時の主な役割：(1)関係機関との連携体制づくり、(2)訓練・研修の企画・助言・指導、(3)災

害医療体制に関する助言などを行う。 

③大規模災害時の役割：長野県災害医療本部長の要請により、長野県災害医療本部に出務し、(1)

県レベルでの医療機関、医療関係団体及び各種団体との連絡・協力要請、 (2)県レベルでの消防・

自衛隊等関係機関との連絡調整及び厚生労働省との連絡調整、(3)県内で活動する DMAT 及び医療救

護班の全体的な指揮、調整並びに活動方針の策定、(4)地域医療搬送における受入病床及び搬送手

段の確保の調整、 (5)県内の病院・診療所等の被災情報の収集及び医薬品・医療資機材等の配分調

整などの任務を行う。 

 

  周囲の声                                                   

 長野県医師会には、今般の御嶽山噴火災害や神城断層地震災害時においても、実際に災害医療本部

に県災害医療コーディネーターを派遣いただくとともに、被災地における医療提供体制の確保のた

め積極的に活動いただき、多大な力を発揮していただいた。（地方公共団体） 

 


